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基 礎設計 に おけ る基準の 背景 と用 い 方
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6．1 概　要
表
一s．1

第 6章で 取 り扱 う基準 （本章で は 以下 の 略称 を使用す る ）

　 こ こ で は構造物の 荷重 を基礎 ス ラ ブ （フ
ー

チ ン グ

と呼ぶ 揚合 もある） よ り直接地盤に伝 え る基礎に つ

い て 述 べ る 。 取扱 う基準 ・ 指針 を表一6．　1に示す。

　そ の ほ か ，直接基礎の 設計 に関係す る基準 ・指針

も若干み られ る がそ の 内容は上記の もの と ほ ぼ同 じ

で ある た め 省略 し て い る 。

　 こ れ らに お け る直接基礎 の 設計 （鉛直支持力お よ

び水平抵抗力な らび に そ の 変形 の 算出）に つ い て の

老 え方は
， 基本的に は 同

一
の 理 論に 立脚 し て ， 計算

式 が組立 て ら れ て い る が ， 対象 と する構造物 が異な

る こ ともあ っ て ，細部 に つ い て 多少差異 の あ る式が

提案 され て い る 。

　以下 ， 各種基準の 算定式 ・
算定方法 を比較す る と

と もに ， そ の 背景お よび設計へ の 適用 に つ い て 述 べ

る 。

6．2　基準式の比 較

　 6．2．1　鉛直支持力算定式

　表
一6．　2 に各基準 の 鉛直支持力 の 算定式 をま と め

た 。

　鉛直支持力の算定につ い て は ， 各基準が ともに地

盤 を剛塑性体 と仮定 したす べ り破壊理論 に 基 づ く

Terzaghi （テ ル ッ ァ
ーギ）の極限鉛直支持力算定式

を基本 と し て い る。

　内部摩擦角（φ）の 関数で ある支持力係数は ， φが

大 き い 範囲で は ， φの わ ずか な違 い に よ り支持力の

計算結果 に大 きな差 を生 じ る た め，各基 準とも安定

率を加味して 独 自の 係数を与え て い る 。

　平板載荷試験 よ り支持力 を算定する場合に つ い て

は ， 道示 や建造物設計標準で は得られ た極限支持力

May ，　1992

＠　道路橋 示方書 ・同解説
D
　　　　　　　→道 示

  　目本道路公団設計要領
2，　　　　　　 →道公設計要領

＠ 建築基礎構造設計指針
S， 　 　 一

・建築基礎指針

  　国鉄建造物設計標準解説
‘）

　　　　　 →建造物設計標準

  港湾の 施設 の技術上 の 基re　＋同解 説
5） →港湾施設基準

よ り粘着力 （の と φを推 定 して 静力学公式 に よ り算

定する が ， 建築基礎指針 で は得 られ た許容支持力に

根入 れ の 効果を加味して 支持力 を算定する な どの 違

い がみ られ る 。 港湾施設基準 に お い て の 鉛直支持力

算定式は，建築基礎指針 と同
一

の 式 を用 い る が ， 安

全率を長期 ， 短期で は な く重要 な構造物 と そ の 他に

分 けて設定 し て い る。

　 6．2．2 水 平抵抗の算定

　表
一6．3に各基準 の水平抵抗の 算定式 をま とめ た 。

水平抵抗は ， 基礎底面 と地盤 と の 摩擦に よ る もの で ，

底面 に作用する鉛 直応力 と摩擦係数か ら算定 され て

い る
。 摩擦係数の 値や 底面 に 突起を設 けた場合の 抵

抗 な ど は ， 基準に よ り若干 の 違 い が で て い る が ， 各

基準 と も大 きな差異が 見 られ な い 。

　6．2，3 変形 （沈下）の 算定 とその許容値

　表
一6．4 に各基準の 変形 （沈下） の 算定式 を ま と

めた。

　変形 ， と くに鉛直力に 対する沈下 に つ い て は ， 各

基準ともそ の 許容値な らび に 沈下量算定 の ため の 地

盤反力係数な どを示 して い る が ， 構造物に よ っ て 沈

下量 の と らえ方 （変形 に 対する 重要度）が異な る た

め，そ の 値に は若干 の 差 が で て い る 。
こ の こ とは ，

各種基礎で の 特殊性が で て い る もの とみ る こ とが で

きる 。 し たが っ て
， 即時 沈下や圧密で の沈下算定法

には各基準に差異がな い が ， 許容沈下量に つ い て建
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表
一6．2　鉛直支持力算定式 の 比 較

基

　
準

日　 本 　建 　築 　学 会
建 築 構 造 設 計 指 針
　　（昭和61年 3月）

目　本 道 路 協 会
道 　路　橋 示 　方 　書

　　（平成 2年 2 月）

土　 　 木 　 　 学 　 　会
建 造 物 設 計 標 準

　　（昭和61年 3 月）
そ　 　 　 の 　 　 　 他

適用

対 象

建築物の 基礎 柵，高架，道路の基礎 JR 各社に お ける 鉄道構造物の

基礎

鉛 直

支持

力

  支持力式

1） 長期許 容支持力度

　σ。
； 1／3（α cN 』÷ βγβ 赫

　　十γ2D ノ焼 ）　　　［tf／ln2 ］

2） 短期許容支持力度

　q。＝ 2／3（α 6瓦 ＋ βγβ Nr

　　＋1／272D ！筋 ）　 匚tf！m2 コ

  支持力式

○地 盤 の 極限支持力

　Q。＝A ’

｛α κd 脇＋ κgN7

　　＋ 1／2 γ1βB
／NB 　　 ［tfコ

　 Q α
コ 1／η

嚠Q 郡　　　　　　　　　　　　［tfユ

安全・ ・ 驪 ：1

＠港湾の 施 設の 技術上の 基準

　 ・同解 説 （港 湾法施行 令 第

　19条 に 定 め る港湾施設）

  道路公 団設 計要領 （道路公

　団の 橋，高架，道路の 基礎）

◎消防法（第10条第 4 項）（特

　定家屋 外貯蔵 タ ン ク の 基礎）

  支搏力 式

O 許容鉛 直支持力

α 一
去Q ・η ・D 漣 ［・fコ

粘性土 の 場合 Q ＝A 广

｛5．11 じ伽 6｝

砂質土 の 揚合 Q ＝ A ノ
｛みβδア61Nr

　　　　　＋ヱ
αr，2D ∫（塙

一D ｝

　　　 常　　　　 時 ：3，0

安全率 　一　　　　 時 ：2．0
罵 　 地 震 時 死 荷重 ・ 1．5

　　 　 地震 時列車荷軍 ：1．2

〔支持 カー般式 テ ル ツ ァ
ーギ

系 〕

σ。＝〇八  ＋為璃 ＋γβ／2

　 　 × Nr

  支持力係数 匚N 』、N
η 筋 ］

　〔長期，短期〕

　φ＝O，Nr＝5，3

　φ茸40°

が係数の 最大 と し て

　　い る
。

　 〔極 限〕

　φ＝0，N
γ
＝5．3

　φ＝5D°

が係数の 最大 と し て

　 　い る。

  支持力係数 匚Nl，　 Nr，　 A切
Terzaghi の 支持力 係数を 拡 張

し て い る地盤 のせ ん断抵抗角 φ

と荷重 の 傾斜角を t日 n θの 関係

で 支持力係数を グ ラフ と し て提

示。

  支 持力係数 匚」V』，
」＞r，

1鴇 ］

有効上載圧 砺
＝0．5kgf／cm3 と

して 算 定。円形基礎 は別 途提示 。
Terzaghiの 支持力 係数 を拡張。

○ 支持力係数

＠は建築構造設 計指針 と同様。

  形状係数 ［α，βユ   形状係数 匚α ，β］   形状係数 ［α 。，砺 ＠ ◎は 建築構造設計指針と同

様 。

飜劉 　・ 1 β 嬲劉 ・ 1 β 飜劉 ・ ・　 熾

連 綢　・ 。 匝 ・ 帯 状！ 1．帽 1．・ 連 綢 1．・ 巨 ・

正 方 形11・3 匝 ・ 正 方 形i1．・ 匝 ・ 正 方 形 11．訓 ・ ・

長 方 形
i1

・°
説 P5魂 長 方 形

1・°
説 11・°説 長 方 瑚

L °

劫 
5
謝

円 形 iI・・ 匝 ・ 円 形 巨 ・ 匝 ・ 円 形 1 − 1 一

  平板載 荷試験 を実施 した場合

　〔長期許容支持 力〕

　（1α ；9‘→
一ユ／3γ2ヱ）／筋 ［tf／ln2 コ

　〔短期許容支持 力〕

伽
＝2e汁 2／3r2Dノ塙 匚tf／m2 ］

  平板 載荷試 験 を実施 した 揚 合

　 Q 。
＝ ユ／π Q。

　Q 都
＝π B2／4（1．30瓦

　　＋0．3召γ1Nr ）

上 式 に よ っ て 6，φを推定し，静
力学公式 に よ っ て 算定する。

  平板載荷 試験 を実施 した 場合

　載荷面 積，根 入れ 深 さ，地 下

水位，荷重条件の 相違に よ る補

正 を実施 し
， 静力学公式に よ り

算定。

　 c 二粘着 力

Dr ：基 礎の 根入れ深 さ

B ；基 礎の 短辺 方 向幅

qt ；載荷試験に よ り得た許容支持力度

γ・ ：基礎底面 下地 盤 の 単位体積重量

γ2 ；基礎底面上 地盤 の単位体積重量

φ；内部摩擦角

Qu ：偏心 傾斜荷重 を考慮 した地盤 の 極限支

　　 持力

Qa ：地盤 の許容鉛直荷重支持力

　 m ：根入 れ 効果に 対す る割 増係 数

rel；フ ーチン グ底面 の 土 の 有効単 位単体重

　 　 　 　 量

　　 re2 ：D
∫ 区 聞の 土 の 平均 有効単位単体

　 　 　 　 重量

　　 A’：フ
ー

チ ン グの 有効面積

Ic，1。，石 ：傾斜 荷重 に 対する補正 係数

　　 R。 ：有効 鉛 直静 止 荷重

築基礎指針で は許容値を詳細 に示 して い る の に対 し，

道示や構造物設計標準で は ， 特殊条件を除き ， 示 さ

れ て い な い 。 ただ し ， 道公設計要領 と消防法に は許

容沈下量に つ い て の 記載が あ る 。

6．3 基準式の 背景 と問題点

6．3．1 鉛直支持力

68

　（1） 算定式の 背景

　表一6．2 の 支持力算定 式 中 の 支 持 力 係数 は ，

Terzaghi が示 した原式
6）

の 値 に対 し て ・
つ ぎの よ う

な修正 を行い 提示 して い る 。

　φが小 さ い 揚合に は ， 土 の 局部せ ん 断破壊が発生

しや す く， そ の 破壊に よ っ て 基礎 の 支持力が影響 を

うけ る 。 建築基礎指針 で は ， 支持地盤 の 破壊が全般

土 と基礎，40− 5 （412）
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表一6，3　水平抵抗等の 算定式 の 比較

基

準

日　本　建　築　学　会
建 築 構 造 設 計 指 針
　 （昭和 61年 3月）

日　本　道　路 協　会
道 路 　橋 　示 　方　書
　 （平成 2 年 2 月）

壷造 翡設 詳標 誰
　 （昭和61年 3 月）

そ　 　 　 の 　 　 　 他

水 平   基礎底面 と支持地 盤問 の 摩擦

抵抗　 抵抗力

　　　 砂質土の 場合 RH ；
μW

　　　 粘性土の揚 合 RH ＝　Beqny− ／2

　　 基礎 の 根入れ が深 い 揚合は受動

　　 土圧 によ る抵 抗力 Pp を上記 の

　　 R π に加算 。
た だ し，受動土圧

　　 が 発生す る ま で の 変形 に十分 配

　　 慮する こ と。
　　 PH ≦1／3（RH 十Pp）の 関係 を満

　 　 足 す る こ と。

  基礎底面 と支持地盤 間 の 摩擦

抵 抗力

Hu ＝CeA 十 Vtan 　φE

  基礎底 面 と支持 地盤 間 の 摩擦

　抵抗力

　Ra ＝1／Fs（Rb 十Rp ）

　Rb； Vtan δb＋ A ’d

　Rp ＝ ahL （ΣPp¢Hl　cos δμ ）

〔安全 率　　常　　　　　　　　　時 ：3．O
　 ： F 、〕　

一
　　　　　　　　日寺：2．0

　　　　 地 震時 死 荷 重 ：1．5

　　　　 地震時列車荷重 11．2

  基礎底面 の 突起に よ る 抵抗力　   基礎底面 の 突起 に よ る 抵抗力

増加記述がな く， 考慮 しな い c 増加

Hu＝（cA
］十 VI　tan　φ）

　 ＋ （v2＋ Vl）tan φ〃

  基礎底 面 の 突起に よ る抵 抗力

　増加記述 がない
。

＠港湾 の 施設 の 技術上 の 基準

　
・
同解説 は建築 構造設 計指

　針と同様 。

  道路公 団設 計要領

　基礎底面 の 滑動抵抗の み と

　する。突起 は設 けない もの

　とし，やむ を えず突起を設

　け る場合は，硬 岩な ど良好

　な地盤 を対象 とする 。

◎消防法 （第10条第4 項）

　常 時水平力 を受 けな い 基礎

　として 設計，地 震時 の み Fs

　＝ 1．2以上 とす る 。

心

傾

荷

偏

・

斜

重

  偏心 荷重

偏心荷重と っ り合 う台形の 接

地圧分布を考え ， 基礎底面の

縁端 に お け る最大接地 圧σ m 。。
が 許容支持力 度に お さま る よ

うに設計 。

　 B’・＝B − 2e＃

　L’＝L − 2ev

上記，マ イ ヤ ホ フ の 方法を提

  偏心 荷重

　マ イ ヤ ホ フ の方法に 準拠 。

　　Bt＝＝B − 2eB

　　Lt＝ L − 2es

　 　 　 　 　 　 ell＝ MB ／V

　 　 　 　 　 　 eL　・ML ／v

  偏心荷 車

　道路橋示 方書と同様 。

  偏心 荷重

　  港湾の 施設の技術上 の 基

　準 ・同解説は ， ビ シ ョ ッ プ

　法 に よ る 円弧すべ り解析 法

　を用 い て 計算 し，荷重 を等

　分布に置換える 。

示

  傾斜 荷重　　 　　　　 　　　 　  傾斜荷重 　　　　 　　　　 　　  傾斜 荷重

　ic＝ig＝（五
一θ／90）

’
t

　ir＝＝（1一θ／φ）
z

　 傾斜荷重 に対 す る支持力 の 補

正値

駒 田 の 研究 に よ DL ．　Prandtl　 ic＝ig＝（1
一δ／90）2

の 考え方を拡張 し，支持力係　　1／r ＝（1一δ／φ）
2

数 Nc，　 Np の 中に反映 させ，　　 δ＝tan
−iHIV

V ．V ．　 Sokolovski の数値 解　　傾斜 荷重 に対 する支持力 の 補

に よ る Nr を組合 わせ た独 特　正 値

の 支持力式上 で 処理 して い る。

  傾斜荷重

  は，ビシ ョ ッ プ法 に よ る

円弧すべ り解析法を用い る 。

　　　RH ：摩擦 抵抗 の 合力

　　　　μ ；基礎底面 と支持 地盤 の 摩擦係数

　 　 　 W ：鉛 直圧力 の 合 力

Be
，
　B 〆，　L’：基礎の 有効接地幅

　　　 qu ：支持地盤 の 一
軸圧縮強 さ

　ic，　ir，　iq；傾斜荷重 に よ る修正係数

　　 ex ，　ev ；偏心距 離

　 　 　 　 θ ：傾 斜角

　　　　φ：土 の 内部摩擦 角

　　　 CR ：基礎 底面 と地盤 間の 付着力

　　 φB ：基礎底面 と地盤 間 の 摩擦角

　　　V ：基礎底面 に 作用す る鉛 直荷重

　　 A ’
：有効載荷面積

　　 Al ：突起前 面の 有効載荷面積

　　 A2 ：突起 の 有効載荷面積

　　 A3 ：突起後面の 有効載荷面積

　　 V ・ ：A ， に作用する鉛直荷重

　　 V2 ：A ・ に作用す る鉛 直荷重

　 　 V3 ：且3 に作 用す る 鉛直荷重

MB ，M 五 ；基礎 底面図心 に 作用す る モ ー
メ ン

　 　 　ト

Rb ：底面 の 極限水 平支持 力

Rp ：前面 の 極限水 平支持 力

Ra ；直接基礎の 許 容水平支持力

δb ；フ
ー

チ ン グ底 面 と土 との 摩擦角

ah ：フ
ー

チ ン グ前面の 形状係数

L ：荷重直角方向の フーチ ン グの 幅

Pμ ：フ ーチン グ前面 の 受 動土圧力度

耳 ：着目 して い る 層の 厚 さ

δpt ；フ ー
チ ン グ前 面 と土 との 摩擦角

H ： フ ー
チ ン グに 作用 す る水平荷重 　　δ ： フ ー

チ ン グ底面 に おけ る鉛 直荷重の 灘 ｝角

せ ん断 で ある か 局部せ ん 断 で ある か を， あ らか じ め

予 測す る事が困難で あるた め
， φが小 さ い 範囲で は

局部せ ん断破壊時 の支持力係数 （φの 2／3 値を用 い

る）を用い
， φが増加す る に従 っ て全般せ ん 断破壊

の 値 に ， さ らに φ ＝ O の 揚合 の 支持力は粘着力 （c ）

の み で 評価で きる （理 論的に 5．　13c 〜 5．30c）こ と な

どを考慮 して ， 支持力係数 とφの 関係が ス ム ース な

曲線 にな る よ うに修正 し て い る 。

　支持力係数 とφの 関係 で は ， φの 大 き い 範囲 （φ

＝40つ 以上で 指数的に支持力係数が増大する た め ，

φの わず か な差が支持力 に大 きな影響 を与 え危険 と

な る 揚合 もあ る の で
， 支持力係数 の 上限を設け て い

る 。

　建造物設計標準 で は建築基礎指針 の 揚合 と同様 に ，
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表一6．4　変形 （沈下）の 算定式の 比較

基

　
準

目　　本 建　築
建 築 構 造 設 計 指 針

　　（昭和61年 3月）

学 会 日　本 道 路 協 　会
道 路　橋 示 　方 書

　　（平成 2 年 2 月）

土　 　 木 　 　 学　 　 会
建 造 物 設 計 標 準

　　（昭和61年 3 月）
そ　　　　の 他

基礎

の沈

下

  即時沈下

　許容沈 下量 ε。

　均荷重度 9，と許容支持力度9 。

　に よ

　限 して い る 。

　9s ＝ E5 α／ムβ（1一り） 匚tf／m2 コ

9 、
＝E8。／畑 ぜ7r

　
一
様な水 平地 盤 上 の 揚合は弾

　性沈下，有限厚 さの 地盤上 の

　場合は Steinbrennerの 近似

　解 に よ る
。

○ 根入深 さの 影 響（低 減係数陶 ）

μ d ；1− 0．08D ノ／B（1
　　十 4／3 × A ／ム

2
）Gazelasの 式

　　　　 に 対応 する 平

り，許容地耐 力度ゐ を制

　　　　　　　 匚tf／m2 コ

  即 時沈下

　基礎 を剛 体と して地盤反 力係

数を用い て 算出す る。

　鉛 直変位 δ。
二1／殉 x γ／A

　 回 転 角 θ＝ハゴ∂／偏

　水平変位 軌 ＝1隔 xE β んじL

O根入 深さの 影響（割増 係数：κ）

　水平荷重 を 根入 れ 部の土 の 前

　面抵抗力 で 分担 しない 揚 合 に，

　支持地盤 に 根入れ した部分を

P1∫ として 割 り増す。

　F1 ＋0，3D ’
ア／β

’

  即時沈 下

　直接基礎 の 弾 性変位 量 と して

　鉛直水平 回転に っ い て 検討。

　道路橋示 方書 と同様 。

根入れ 深 さの 影響

　　　　　　 （割増係数 ：α P ）

　［D ノ・／毳 ≧0，3 の場合］

　α z）＝ 1十〇．20 ／o／βε≦ L5

　D ∫ノB 召≧0．5は 壁面 の水平抵

　抗

○ 即時沈下

  消防法 （第10条第 4項）は

　記載な し 。

  圧 密 沈下

　る。

沈下計算 は 6−10gρ 法 を 用 い

σ。 法 を用 い て

部は 通 常3＝  と

圧密 部の 沈下 も考 え る場合は，
ピ
ー1。9ρ　 曲線 を

ma ロ n の 方法 に よ

ただ し，過圧 密の 場 合は

　　　　　い る 。 過圧密

　　　 　　 して よ い
。 過

　 　 　 　 　 　 Schmert ．

　　　 　　　 り修正す る。

  圧密沈 下

　沈下 計算は 伊 logρ 法 を 用 い

　る 。 ただ し，過圧密の 場合は

　α 法 も可 。

  圧 密沈 下

　沈 下計算 は 6−logヵ法 を 用 い

　る。

◎消防 法 （第10条第 4 項）

　粘性土 ；正規圧密 ：α 法

　砂質土 ：De
過 圧 密 ：ハゐ 法

　　Beer法

  許 容沈下 量

O 即時沈下の 揚合 廴cm ）

  許容沈下量

　橋脚天端や支承位置 で の 許 容

  許 容沈 下量

　許容沈下量は数値をと くに あ

  道路公団設計要領（第二 集）

　不静定構造物の 鉛直許 容変

劃 形　 式 騨晦 大値
変位量 が与 えられ る以外 は， げて い ない 。 位量 （mm ）

許容沈下量 を設けて い ない の 普通設計で は検討不要 。

殕
ツ

陣 チ 。 グ11・・i・ ・ で検討不 要 。

対象贐 ・ 騨 1默 1不同

砂地盤に

奘 チ 。 剔 ・ ・卩 。
重

け る基 礎
・51 ・・

跌筋 コ

粘 士地盤 に

ン ク リ 冀 。 。 剔 ・ ・巨・ 設け る 基礎
・  レ・

一ト造
べ 　 ・ 13．016 ，0

複合
讚驍副 ・。 1・・

1

O 圧密 沈下 の 場 合 （Cm ）
静定構造物の 場合は上記の

2倍

酬 1形　 式 瞬晦 大値 ◎寺肖防法　（第10条第 4項）

募劉鬘 チ 。 グ
2　　 5

・沈下 計算深 さ

15m まで

：地表面 よ り

鉄筋 コ

独立

フ
ー

チ ン グ
・ 11・ ・許容不同沈下 ：

ン ク リ
連続
フ ー

チ ン グ
・・ 1・・ δ＝ 3m 照

一3皿 1。 〈D ／300

一
ト造

べ 　 　　 た 10　　 20
1

μH ，ls：沈下係数

　 　 v ：ボ ア ソ ン 比

　 Es ：地盤 の 変形 係数

　 5a ：許容沈下量

　　A ：基礎 荷重 の 作用 面積

　　乙 ：長方形基礎の 長辺

mw ：鉛 直方向地盤 反力係数

　κs ：水 平方向地盤 反力係数

HB ：基礎底面に 作用する 水平力

α D ：根 入れ効果 に よ る割増係数

DfD ：良質 な支持地 盤 へ の 根 入 れ深 さ

Be ：フ ーチ ン グの 有効 幅

　 δ：不 同沈 下量

　 D ： シ ェ ル 半径

Smtn：シ ェ ル 最小沈下量

Sma ＝： シ ェ ル 最大沈 下量

Terzaghiの 支持力係数 をφの 小 さい 範囲で 若干修

正 した値 とし， 道示 で は Ne
，
　Na に Prandtl（プ ラ ン

ドル ） の 解析解を用 い ，
Nr に Sokolovski （ソ コ ロ

フ ス キ ー） の 数値解を用い て い る
。

こ れ ら の 各基準

の 支持力係数を図一6．1 に示す 。

70

　また ， 形状係数は ， 各基準で の 支持力式が異な る

の で そ の値が相違 し て い るが ， 基本的には Terzaghi

に よ る 提案値を採用 し て い る の で ほ と ん ど同 じ で あ

る 。

　特殊条件で の 支持力算定に つ い て は種々 の 考え か

：上と基礎，4D− 5 （412）
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図
一6．1 各基準 に お け る支持力係数

7）

た が あ る の で以下 に そ の 概要 を述 べ る 。

　  　基礎 を斜面近傍に設置する場合

5ぴ

　斜面近 傍 の 直接基礎の 支持力に つ い て ， 建造物設

計標準で は 上界値計算に よ る極限支持力 か らの補正

係数
B）

を ， 道公設計要領で は道示 の支持力算定法を

拡張 し ， 斜面 の 影響を考慮 した支持力係数 を示 して

い る 。 建築基礎指針で は地盤 の破壊パ タ
ー

ンを図示

し注意を促 し て い る が ， 検討方法 に つ い て は ， 文献

を紹介する に留め ， 具体 的な検討法 の 記載は省略 し

て い る Q

　  　傾斜荷重お よび偏心荷重を受ける揚合

　基礎に傾斜荷重が作用 した揚合の支持力 は ， 建築

基礎指針お よび建造物設計 標 準 で は ，
Meyerhof9 ）

（マ イ ヤ ホ フ ） の傾斜角（θ）で 定ま る修正係数（f、， ら

iq）を鉛直荷重 支持力算定式 の 各項に乗 じ求 め る 。

　また ， 道示 で は荷重 の 傾斜を考慮 した支持力係数

を図示 し て い る 。上記 の両方法を直接比較 する の は

むずか しい が ， 傾斜荷重が作用 し た揚合 の 支持力 へ

の 影響は大差が な い よ うで ある。

　荷重 に偏心 （em）が あ る揚合に対 して ， 各基準 と も，

基礎底面の有効幅（B
’

）を B ！
＝ B − 2　e 。 と して支持力

を計算する方法 も指示 し て い る 。
こ の 方法の ほ か に ，

建築基礎指針で は偏心荷重 と釣合 う台形 の 接地圧分

布 を考え，基礎底面縁部にお け る最大接地圧 が偏心

May ，　1992

の な い 揚合の許容支持力度に お さま る よ う設計す る

方法も示 して い るが ， 有効幅 を用 い る方法 と実用上

大きな差異は な い よ うで あ る
1°）

。

　  根入れ が深 い 場合

　建築基礎指針で は基礎底 面深 さ位置で の 地盤に 作

用する荷重 （そ の 上面 の 土 や建物の 荷重な ど）が ，

支持力算定式 の仮定，す なわ ち ， す べ り破壊す る 土

塊の押 え と して の 効果 が期 待で きる各種例を図示 し

て い る 。

　一方 ， 建造物設計標準お よ び道示 の 場合は
， 上記

の 押え効果 とともに ， 良好な地盤 に根入 れす る揚合

に 限 り， 根入れ 効果に よ る支持力 の 増加 を考慮 し て

い る 。

　  　算定式 に含まれて い る問題点

　既に 前項で触れ て い る よ うに ， 平面問題に立脚 し

た算定式 を三次元 の 問題 に容易に拡張 し て い る こ と ，

士の 強度定数 の 設定 と局 部 お よ び全般せ ん断破壊に

関す る土 の せ ん断破壊 の と らえ方，すな わ ち拘束応

力 に関連する ダイ レ ィ タ ン シ ーや土粒子 の 破壊な ど ，

押 え効果や地下水状態が強度定数 に 与 え る影響や 基

礎 の 大き さに よ る ス ケ ー
ル 効果 （大 きさに よ り 1＞

，

の 値が異な る ）な ど残 され て い る 問題 が多 く，そ の

影響度合い も多様 で ある 。

　 さ らに ，こ の算定式は土 を剛塑性体 と して導か れ

変形 （沈下）を無視 し て い る が ， 実用的な支持力 を

定 め る に は ， 後述 す る よ う に沈下 の 検討を欠か す こ

とが で きず，上記 算定式 で 得られ た 値 よ り沈下量に

よ っ て支持力が決め られ る こ と が多い
。

　支持力算定式に よ っ て 得 られ た値は ， ほ か の 方法

（例え ば載荷試験や数値解析） の 値 と併 せ て ， 総合

的な支持力判定の
一

つ と して 用 い る こ とにな るが，

建築基礎指針で は ， 平板載荷試験に よ る こ とも提示

して い る 。

　 6．3．2 水平 抵抗の算定

　   　算定方法

　 直接基礎の 水平抵抗要素 と し て は ， 基礎底面 と地

盤 と の摩擦 ， 基礎お よ び 地 中構造物が変位する方向

の前面 の 土圧 な らび に同方 向側面の摩擦がある 。

　 前面の 土圧 と側面 の摩擦は ， 基礎 の根入れ深 さが

大き い 場合に期待で き，基礎が浅 い 場合には基礎底

面 の摩擦を主 と し て考 え る 。

　 通常の 設計で は，底面 の 摩擦係数が構造物 の質量

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 71
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と水平力 との 割合よ り大き い ため に前面 の 土圧 や側

面の摩擦に よ る抵抗 を必要 と し な い 揚合 が多 い 。

　必要 に 応 じ て複数の 抵抗要素を用 い る場合 は，応

力〜変形関係が それ ぞれ の抵抗要素で 異 な る た め ，

基礎の 変位に即 した ， すな わ ち変位 レ ベ ル を合致さ

せ た 抵抗力 の 評価が 必要 とな る 。

　  　水平抵抗算定上 の 背景 と問題点

　基礎底面 の 摩擦に つ い て は ， 通常 の 設計 ・施工 が

な され て い れ ば ， あま り大きな問題 はな い 。 すなわ

ち，十分な強度を有す る地盤 にて基礎が設計 され ，

地盤を乱 さな い よ うに掘削 し，砂 ・砂利 お よび ， 捨

て コ ン 地業が所定 どお り行わ れ て い れ ば良 い よ うで

あ る 。 こ の 種 の 研究 は ほ とん ど無 い が ， 簡単な模型

実験 （砂地盤で砂利地業を模 し た水平載荷試験） な

ど で も底面 の 摩擦係数は 0．5 程度確保され て い る よ

うで あ る
11）

。

　摩擦抵抗 に よ る水平抵抗が不足 す る場合，基礎底

面 に突起 を設け る 方法が あ る が， こ の 方法で 機能 を

十分に発揮 させ る の は結構難 しい もの と思われ る 。

あま り注意が促 されて い な い が ， 突起背面 の 抵抗機

構や変位 した あ と の 状態な どに つ い て 十分 な検討を

要 する と と もに ， 突起 の 形状や配置に も工 夫す る必

要が あ る 。

　通常 ， 突起 を設け る こ と を薦め て は い な い が，道

示 で はせ ん 断抵抗 の 増加を期待 し て 比較 的詳細に 記

述 して い る 。

　 6，3．3 沈下 量の算定

　  　算定式 と許容沈下量

　沈下に は即時沈下 と圧密に よる沈下があ り ， 下部

に圧密層が あ る揚合に は ， こ の両者め検討 が必要 と

な る 。 圧密に よる沈下 の 算定 に は ，
Terzaghi の 圧 密

理 論 によ る算定式が用 い られ て お り， 基準 によ る差

が あ ま り無 く，そ の 背景な ど は広 く知 られ て い る の

で 詳細 な記述 は省略す る 。

　即時沈下は ， 支持地 盤の圧縮 に よ る沈下 で あ り，

圧 縮力 とな る支持力 は ， 極限な らび に 降伏支持力 を

安全率で 除した値で あ る ため に
， 沈下が弾性挙動 を

示す範囲で 検討 され る こ と が多 い
。 こ の 計算式 も弾

性理 論に基づ くもの が提示 され て い る
。

　  　沈下量 の 算定上 の 問題点

　圧密沈下お よ び即時沈下 の 双方 とも，性質 の 変化

が大きい 地盤 を対象 と して 計算す るた め ， 計算値 と

ア2

実測値に差が出 る こ と は避 け ら れ な い
。 計算 の 精度

を高 め る た め種 々 な注意 を行 うが，重要な こ とは計

算 に用 い る土 の 定数 ， す な わ ち変形係数や体積圧縮

係数な ど の 決定で ある 。 そ し て ， 地盤 に加わ る応力

と沈下 計算 の 対象 とな る領域 の 正 しい 設定も併せ て

必 要 とな る 。

　計算に よ る沈下予 測は
，

そ の 値に相当な誤差 を含

ん で い る もの と解釈 し ， 安全側の 値の 使用を薦め て

お く。

6．4 設計上 の ポイ ン トと留意点

　 6．　4．1　設計支持力 に つ い て

　 6．　3．1で の支持力式 は， 前述 し たよ うに 適用上 で

種々 の 問題 を有 して い る た め ， 計算され た結果 を全

面的に 信頼する こ とが で きない もの で ある 。 こ の た

め実際 の 設計で は
， 本来は 十分に 強度 を有 して い る

地盤に 対 し て相当余裕を も っ た値や地盤種別 に応 じ

て 経験的に 把握 し て い る値以内に 支持力 を定め る こ

とと して い る 。

　平板載荷試験で 許容支持力度を決定す る こ とがで

きる建築基礎指針 の場合 ， 試験で 得 られ た極限支持

力度の 1／3 に 根入 れ の 効果 を加味 して許容支持力度

を算定する が ， 載荷幅 を考慮 して い な い 式が提示 さ

れ て い る 。 ま た，道示で は N 値や
一軸圧 縮強度か ら

許 容支持力度を推定す る表が与 え られ て い たが ， 道

示 の 改定で 削除 され た。改定 され た道示 で は，支持

力式で 設計する こ と を基本 と して お り， 設計時に基

礎幅の影響が考慮で きる式 とな っ て い る 。

　平板載荷試験 では，支持力 の み な らず荷重に対 す

る 変形 （沈下）挙動も得 られ る の で ， 得 られ たデ ー

タは基礎沈下量 の 検討 と し て も有用 とな る 。

　以下に 算定式 と経験的な支 持力 の 値 ， お よ び各種

地盤 に お け る試験結果 と の 比 較か ら，設計上の 留意

点 を記すが，直接基礎 の 支持地盤 は構造物 の 規模 と

重要度に よ っ て 選択す る の で ， 規摸 の 小 さい もの か

ら大きい もの ま で範囲が広 い 建築 の場合 を対象 と し

て述 べ て み る 。

　代表的な 3 種類 の 支持地盤 に つ い て 述 べ る 。

　（1） N 値30以 上 の 砂質土層 の 揚合

　支持力算定式 を適 用 す る 揚 合， 大崎 の 式 （φ
＝

》20 ・N 十 15）によ りN 値 か ら φを換算する と，N

値32で φが 40°

とな り，支持力算定式は 40°

で頭 う

土 と基 礎，40− 5 （412）
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ち され る の で ，N 値 32以 上 の 支持力は すべ て 同 じ計

算値 とな る 。

　 通常 ， 砂質土で は c ＝ ・O とす る の で ， 正 方形基礎

に お け る許容支持力度 Qa は，土の 単位体積重量 rl
＝ 1．9tf／m8 ， γ2

＝：1．8tf／M3 ， 基礎幅 B と根入れ深 さ

D
ア を 2．Om と仮定すれ ば ， 図

一6．1か ら φ＝ 40
°

，
Nr

＝ 114
，
Nq　＝　83．　2 で ある の で下記 の よ うな値とな る 。

　　　Qa＝　28．　8　B ÷ 49．　9　Df ＝ 157 　tf／M2
……・………・・

（1｝

　 また ， 下式 の v を 0．3，
Es（kgf／m2 ）をN 値 の 28倍 ，

18を O．　88， B を 200cm，　Q α
＝q とす る と ，

　　　S ＝＝ls・9。B（1− v
！

）／Es・・一・・・・・…　t4・・・・・・・・・…　。・・・…　〔2｝

N 値 50で の Qq時の 沈下量 は 約 1．8cm とな り，　 N

値32で は沈下量 は 2．8cm と な る 。 こ の 値を鉄筋 コ

ン ク リ
ー

ト造 の 独立 とべ た基礎の許容沈下量 の提唱

値が 2〜3cm と 3〜6cm で ある と こ ろか ら見る と ，

計算値は妥当な もの と判断 され る が ， 基礎幅 B が増

す と Qa が大き くな り ， 沈下量が増大 し て 沈下 の 許

容値を越す の で ，沈下量 か ら支持力が決め ら れ る結

果 となる 。 こ の よ うな場合の Es の 決定 には 十分な

検討 が必 要 とな ろ う。

　図一6．2は 洪積砂礫層で 行われ た 平板載荷試験結

果 をま とめた もの で ある 。 根入れ 深 さ D ∫ が 0 で あ

る に もか か わ ら ず ，荷重　SOO　tffm2程度 ま で は極限

支持力や降伏支持力 的な 挙動 を表 し て い な い
。
D ／

を考慮すれ ば Qu は 800　tf／皿
2
程度 とな ろ う。

　ま た同図か ら，500tf／m2 載荷 時 の 沈 下 は ， 約

O．　11B で あ り，
　 B ； 37．5m と す る と 4．1cm

，
　 Esは

366　kgffcm2と な る 。 地表面で の 載荷や地盤 の わず

か な乱れ の 影響 と思 わ れ る が ， Es はN 値の 28倍と

　　　　　　　　 荷 重 度 P （tffmt）

　 　 　 　 0

【
N

』
H

×）

10ミ
硫

駕 15
　

　
　

　

　
0

　

　
　

　

　
2」

図
一6．2　洪積砂礫層 に おけ る平板載荷試験結果

且2）

May ，　1992

0
「0

2
　

　

　

4

（
も【
X）

ミ
の

6

曝

8

Oi

　 　 　 　荷 重 度 P （kgf！cm2 ）

1　　　 2　　　 3　　　 4　　　 5　　　 6　　　 7

o ：10×10c皿
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▽
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▽

図一6．3 関東 ロ
ーム 層 に お け る 平板載荷試験結

　　　　果 la）そ の他

した推定値に対 して 過小 と思わ れ る値 とな っ て い る 。

た だ し， 同図 の 直径 300cm の 結果か ら は E ・
＝ 240e

kgf／cm2 とな りほぼ 妥当な値を示 し て い る。

　
一
方， 経験的に N 値 30以上 の 砂質土で の Qa は ，

概略 30tf／m2 ，　 N 値 50以 上 の 堅固な地層では 100　tf

／皿
2
を Qa の 上限 とする とい う提言があ り， こ の 馗

を越す場合 に は て い ね い な検討が必 要で あ ろ う。

　  　固結 した粘性土層 の 場合

　粘性土にお ける支持力 算定 式 は ， φ
＝0 と し て 下

記 の よ うに表 され る 。

　　　Q α
＝2・29 ‘十r2ヱ）r・一”

・・・…　n ・・・・・…　一■・・・・・・・・・・・…　一（3）

幅 2m の 正方形基礎で r、
＝1．8tf／皿

3
，　 D

／
＝ 2．　Om と

すれ ば ， 第 2 項は 3．6　tf／m2 と小 さ くな る 。

　支持層となる 固結粘性 土 の qu は 10〜60　kgf／cm2

と幅を有す る の で ，Es の 値 を 得る こ とと併せ て 土

質試験に よ る必要 が あ る 。

　経験的な支持力提 唱値 は な い が
， 砂礫層 と同様に

，

そ の上限を 100tf／m2 とす る揚合が多い
。

　  　関東 ロ ーム 層 の 場合

　関東 ロ
ーム は 特殊土 と し て 扱われ ，そ の 支持力に

つ い て の 研究も多 くあ る 。

　三 軸圧縮試験で 得 られ た 強度定数 C および φの 値

に つ い て は幅広 く分布 し て い る が
， 頻度 の 多 い 範囲

と し て は c ＝2〜6　tf／m2
， φ ＝ 10〜30

°

で あ る。

　 こ れ ら の 値 を基礎幅 B ，根入 れ 深 さ Dr と も 2．　O

m と した基礎に適用 して 支持力 を算定する と， 長期

許容支持力 Qa は 8．　6〜28．6tf／m2 の 範囲 とな る 。

　ま た一軸圧 縮試験 に よ る qu の 頻度が 多 い 範囲 1

〜2kgf／cm2 で φ＝ O と す る と Qaは 15．0〜26．5tf／

m2 とやや 高い 支持力 とな る 。
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一方 ， 経験的な Qa の 値は ，

8〜 15　tf／m2 で あ り，

沈下 の 面か ら こ の 範囲の 支持力値が用 い られ て い る

こ と が多い よ うで あ る 。

　 関東 ロ ーム は 間隙比 が大き くポ ー
ラ ス な 地盤で あ

る た め，荷重 が加 わ る板 の 下 の 圧 縮 コ ァ に よ っ て 圧

縮 ゾー
ン が広 が る い わ ゆ る パ ン チ ン グせ ん 断に 近 い

破壊 で沈下が進行する
。 図一6．　3 に お い て も ， 荷重

増加 に伴 う沈下 の 増加が あ る が ， 全般せ ん断破壊で

現れ る よ うな急激な破壊性状は示 さな い
。

　 6．　4．2　そ の他の設計上 の留意点

　 直接基礎 は ， 前述 し た よ うに 硬 質な粘性土地盤 を

除け ば ， 支持力 よ りも沈下 に よ っ て 規制され て い る 。

こ の た め ， 設計に あ た っ て は ， 沈下 ， 特 に 不同沈下

に つ い て の 大局的な配慮が必要 とな る
。 沈下に 対す

る建物剛性の 大小 ， す なわ ち構造物 の 平面形状 ・構

造形式 ・ 基礎形式 などと ともに ， 許容する沈下 量を

勘案 して 設計を行 う こ とが不可欠で あ る 。

　不同沈下に つ い て は ， 計測 された値も少な く明 ら

か に され て い な い た め ， 大 ま か に 見 て 即時沈下 の 差

や 圧密沈下を含め た総沈下量 が大 き い 程 ， 不同沈下

量 が大 きい と言 える。 し た が っ て ，設計に お い て は，

な るべ く総沈下量を少 な くす る こ とが肝要 で あ る 。

　 計画時 か ら あ る程度 の 沈下 を許容する浮 き基礎 の

設計で は ， 当然の こ となが ら緻密な解析 と詳細な試

験 や計測 が要求 され る 。

　地盤 をばねで評価 して ， 沈下 に対 して構造物基礎

全体を連成 して解析す る こ とも一つ の 方法で あ る が ，

地盤の 物性や構造物 の 剛性 の 評価に 十分な検討が必

要 で あ る
。 地震時液状化 が懸念され る地盤 が支持層

上面 に ある とき は ， 液状化に よ る支持力低下 （押え

効果 の 低下）， 水平抵抗 の 低下 （せ ん 断抵抗 の 低下），

浮力や水圧増加 な ど の 影響を検討 し， 配慮す べ きで

ある 。
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